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　わが国における近代学校制度としての大学は，1877（明治10）年，開成学校と東京医学校の合併に
よる東京大学をその端緒とするが，その理念や組織が確立したのは1886（明治19）年3月の「帝国大
学令」によって帝国大学と改称された時であった。その規定によれば，
　　第一条　帝国大学ハ国家ノ須要二応スル学術技芸ヲ教授シ及其薔奥ヲ孜究スルヲ以テ目的トス
　　第二条　帝国大学ハ大学院及分科大学ヲ以テ構成ス大学院ハ学術技芸ノ奮奥ヲ致究シ分科大学ハ
　学術技芸ノ理論及応用ヲ教授スル所トス　’
　ここには，教育と研究とが「教授」と「放究」の名において分離併立されており，この二者は，第
二条の中で明確にその機能する場所を定められている。すなわち，分科大学は専ら教育を行い，大学
院は専ら研究を行う機関とされているのである。
　これに対し，「大学令」（大正7年12月6日）の規定は次の通りである。
　　第一条　大学は国家二須要ナル学術ノ理論及応用ヲ教授シ並其ノ纏奥ヲ攻究スルヲ以テ目的トシ
　兼テ人格ノ陶冶及国家思想ノ滴養二留意スヘキモノトス
　第二条は学部，第三条は研究科および大学院に関する規定となっているが，帝国大学令第二条のよ
うな内容は全く存在せず，したがってそのような形での教育と研究の分離はない。また帝国大学令と
比較して，教授・攻究のほか「人格ノ陶冶及国家思想ノ漁養」という教育的性格がつけ加えられてい
るが，これは当時の新教育思潮と国家主義を抱き合わせた形となっている。
　現行の「学校教育法」　（昭和22年3月31日）において，大学における教育と研究について直接規定
されている個所は次の通りである。
　　第五十二条〔大学の目的〕’
　　大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，
　道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。
　　第五十八条〔職員〕
　　⑤教授は，学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事する。
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　　第六十五条〔大学院の目的〕
　　大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわめて，文化の進展に寄与すること
　を目的とする。
　　・第六十九条の二〔短期太学〕　（昭和39年追加）
　　大学は，第五十二条に掲げる目的に代えて，深く専門の学芸を教授研究し，職業又は実際生活に
　必要な能力を育成することをおもな目的とすることができる。
　まず第五十二条には，大学が「学芸の中心」であることが示され，研究が大学の基本機能に属する
ことをあらわしている。「広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し」とあるのは，
普遍的一般的な知識・教養の伝達とともに，特殊かつ高度な専門領域の教育と研究とが大学の任務で
あって，その結果として「知的，道徳的及び応用的能力を展開させる」ことを図るものとしている。
第五十八条の規定は，教員（助教授以下は教授に準ずるも6として省略）の教育活動が，「教授」と
「研究の指灘」であることを示している。第六十五条の大学院の．目的の「学術の理論及び応用を教授
研究し，その深奥をきわめて」という文言は，旧大学令（前記）における大学の目的の，「学術ノ理
論及応用ヲ教授シ並其ノ薩奥ヲ攻究スルヲ以テ」という規定と酷似し，旧制大学の性格が新制大学院
に移行している感を否定できない。第六十九条の二による規定は，「深く専門の学芸を教授研究」す
る点で，短期大学が大学であることを示すものとなっている。
　ちなみに，第七十条の二〔高等専門学校の目的〕においてはt’「高等専門学校は，深く専門の学芸
を教授し，職業に必要な能力を育成することを目的とする。」　とあり，他のすべての教育機関を通じ
て，「教授」と「研究」が併記されているのは大学（大学院および短期大学を含む）のみである。す
なわち，教育とならんで研究を基本的な機能としているか否かが，大学であるか否かを弁別する要件
となっている。
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　学校教育法第一条に示された学校のうち，大学（短期大学を含む）および高等専門学校をのぞく他
のすべて，すなわち，小学校，中学校，高等学校，盲学校，聾学校，養護学校及び幼稚園の教員とな
るためには，，「教育職員免許法」にもとつく教諭免許状を必要とする。これに対し，大学の教員の資
格はそれによらず，「大学設置基準」（昭和31年10月22日文部省令）または「短期大学設置基準「（昭
和50年4月28日文部省令）の規定によるところとなっている。その第四章教員の資格第十三条（教授
の資格）　（引用部分は短期大学設置基準第九章第二十条と同文）は次の通りである。
　　教授となることのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。
　一　博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）　を有する者
　二　研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者
　三　（以下略）
　また，助教授，講師，助手の資格についても規定されているが，ほぼ教授に準ずるものとなってい
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る。ここには，大学の教員の資格が専ら研究上の業績によるものであることが明らかである。三項以
下に僅かに教育研究上の業績ないし教育の経歴ということが挙げられているのだが，それも単なる経
験としてである。これに近い項目を列記しながら，「高等専門学校設置基準」（昭和36年8月30日文
部省令）においては，第三章教員の資格第九条（教授の資格）は次の規定で始まっている。
　　高等専門学校の教授となる資格を有する者は，次の各号の’一一・1・e該当する者で，教授上の能力のあ
　るものとする。
　一　博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有する者
　二　（以下略）
　明らかに大学と異なるのは，「教授上の能力のあるものとする」という部分である。
　他の学校の教職免許が，専門科目のほかに教育原理，教育心理等の教職科目と教育実習の単位を必
要とし，採用に際しても，専門教養と教職教養，あるいは実技・面接等にわたって試験を課せられる
のに対し，大学の教員の陽合に限って，任用に当って教育に関する知識・技術・意欲等を評価される
必要がない。すなわち「教授上の能力」の有無は問題にされていない。このことは，昇任人事の選考
に際しても全く同様である。
　なぜこのような規定になっているのであろうか。そζには当然合理的な根拠がなくてはならない。
第一に考えられることは，深く専門の学芸を教授研究するためには，文字通り深く専門の学芸を研究
する能力がなくてはいけないということであろう。しかしこのことは必要条件であって充分条件では
ない。研究能力と共に教授能力が問われるのでなければ，研究偏重雷教育軽視といわなければならな
い。第二には，大学教育の対象となる学生は，他の学校の幼児・児童・生徒に比して，心身の発達段
階に対する配慮の必要度の比軽的低い，成人かまたはそれに近い年令にあること，また義務教育の手
を離れた高等教育であるため，学習意欲は充分に持ち合わせている筈であって，教授法などの正否巧
拙はあまり問題にならないと考えられたからであろう。
　しかし，このことの弊害は，潜在的・顕在的にかなりのものがあるといわなければならない。すな
わち，大学の教員が，最低限度の講義担当時数を消化することによって教育上の義務を果したことと
し，自分の研究に直接有用でないこと，たとえば，講義内容の検討をはじめ周到な準備・展開・評価
の作業，学生の個人指導，クラブ活動・学友会・自治会等の相談や指導，さらには教授会や各種委員
会での積極的な態度を避ける傾向等がそれである。実際，講義の充実をはじめ，こうした一連の教育
活動に積極的であろうとすれば，研究時間や精力を大巾に割かざるを得ない。したがって講義もいい
かげんに，もっぱら研究業績一これにも真の意味でのそれと，ほとんど主体的にも客観的にも無意
味な点数かせぎのそれとがあるのだが一づくりに励む教員の方が，有利に昇任や栄転の機会を得る
ことになるのである。
　最も良心的な学究の一人である寺崎昌男の小論1）の中に，次のような記述がある。
　一教室のうしろの方にいる学生の顔は霞んで見えないほどの大教室でマス講義をすれば，そうだ・
　この学生たちはもともと「学問」などには縁のない連中なのだ，こういうおつき合いは必要最小限
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　にしておこう，わかろうがわかるまいが喋ることだけ喋ればいい，早く研究室へ帰って資料でも読
　もう，そうしなければ自分の研究はできない，なろうことなら会議や委員会もない方がそれだけ有
　難い・・……・
　これは，現在の大学教員の多くが経験する心情であろう。高校までの教員も，これに似た心情を多
く経験するという。しかし，高校までの場合は，教員の本務が授業および生徒指導・校務分掌にある
とされている上に，準備のよくできた意欲的な授業は生徒の学力に，行き届いた生徒指導は生徒の志
気に影響し，成績に直接反映する。上級学校の入学試験も，自らが参加する教育課程に準じて行われ
るのであるから，授業の努力目標ともなり得る6これに対し，大学教員の場合，評価は専ら個人の研
究業績にあり，よい講義や演習を行うことは，自らの良心ないし学生からの評価を満足させるにとど
まる。成績を比較すべきグルrプもなく，就職試験問題も大学の教育課程とは無関係である。さらに，
大学人の中には，教育に熱心なのは二流三流の研究者であるどする風潮さえある。こうして大学の教
育は，ほとんど充実改善される動機を失ってしまっているといっても過言ではない。
　大学入孝を夢みて灰色の受験時代を過した学生にとって，幻滅は必然的に到来し，その無気力な受
講態度は，また教員にはねかえって，事態はいっそう悪化する。この悪循環を断ち切り，大学を真に
高等教育の場として教育的によみがえらせ，学術の中心として真の意味の研究を進展させるためには・
何が必要であろうか。
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　1960年代の末から70年代にかけて，大学の改革に関する試案が少からず提出された。その中から，
教育と研究の関連について主なものをあげれば，次の通りである。
　1969年10月の東京大学「改革準備調査会報告書」によれば，まず，大学における研究と教育は緊密
な関係にあり，大学教員はこの二つの機能を遂行するものであることを基本的前提としなければなら
ない，とする。ただしこのことは，個々の教員が研究と教育を常に同時に並行して担当しなければな
らぬことを意味しない。また，この前提に立って研究・教育体制を具体化するにあたり，二つの機能
が組織的にも常に統一体として構成されなければならないわけでもない。この見地から従来の大学制
度を全体として再検討し，研究者（かつ教育者）の集団である教員の組織と，学生の教育の組織は，
互いに密接な関係を保ちながらも，制度上一応別個のものとして編成すべきである，としている。具
体的には，現在の学部・学科・講座・研究所をすべて解体し，研究組織として，専門分野ごとに新し
い「学部」「学科」「研究室」を新たに編成する。また教育組織としては，（1）大学一般課程，（2）大学
専門課程，（3）大学院，を構想する。
　1978年8月の早稲田大学「大学問題研究会第1研究部会報告」（第2分冊）によれば，従来，大学
の目的は，最高の学問をきわめるところであると同時に，その学問を教授するところであると考えら
れて来た。すなわち，研究と教育の二つの機能が一体となって存在するとされた。それが大学の「大
衆化」により，教育機関としての性格を多く持つことになった結果，研究と教育とが，一つの組織，
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または個人の中で必ずしも相補的に作用するものでなくなって来たとの認識が広まった。大学および
学生の量的・質的変化にともない，大学の機能として学生の生活の場としての意味あいなどもとりあ
げられ，視点や考え方は多様化している。大学が学校の一種であることは論ずるまでもないが・その
目的に研究を掲げているのは大学のみであり，しかもその研究が，国家や企業の目的等・特定の方向
づけがなく，研究者の全く自由な選択に委ねられている特徴は重要である。こうした研究中心の大学
像に対し，教育中心の大学像を求める立場もある。教員・職員・学生・一般社会人・設置者等の見解
の差は大きい。教育機関としての側面は私立大学において強くあらわれ，当該教員の・自由な研究に
対する希求は強い。こうした状況に立って，第五分冊において具体的な分離案を出しているが・その
結果教育機能の弱体化を危惧する考えもある，としている。
　1971年6月の国立大学協会「大学問題に関する調査研究報告書」は，東大案同様まず研究と教育が
原則的に不可分な関係にあり，当然大学の教員には研究者的能力と教育者的資質・熱意との両方が要
求されるという立場をとりながら，研究と教育はすべての面で一体的に結合していなければならない
のではなく，両者の組織の或る段階は分離されなければならないとして，新しい構想を描く。それに
よれば，教員はすべて教授とし，教授一名による「新講座制」をとり，学問領域を共通にする10ない
し20人の教授団をもって「部」を構成する。「部」は「専攻」に属し，さらに人文・社会・自然の
「系列」と呼ぶ機関に統合されて大学の研究体制となる。教育の面では，大学は教養教育を主目的と
し，必要に応じて専門技術的教育や専門学篠的教育を行い，従来の大学院における教育，特に研究者
養成の機能は大学から分離して別個の組織（研究院）で行うとしている。
　同じく1971年6月の中央教育審議会答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本
的施策について」は，第1編第3章第1の1に次のように述べている。
　　　「高等教育の大衆化と学術研究の高度化の要請一これからの高等教育機関は・全体として・一
　方では多数の国民のさまざまな要求に応ずる教育を効果的に提供するとともに，他方では学術研究
　の水準を高め，あわせてそれを継承発展させる教育，研究者を育成するという役割を果たすことが
　できるよう整備充実しなければならない。」
　　　「学術の進歩はめざましく，その第一一線の研究を推進する仕事は，とうてい多数の学生に対する
　・教育を担当しながら並行的に行えるものではなくなっている。また，大学院の段階においては，っ
　ねに若い創造力をもつ者が研究を継承発展させながら，すぐれた教育者として育成されることが強
　く要請されている。
　　このような教育と研究に関する相異なった要請に対して，教育と研究を不可分としてきた伝統的
　な大学の考え方だけで対応しようとすることは，教育面でも研究面でも不徹底なものとならざるを
　得ない。教育機関の目的・性格でも，またその内部組織でも，教育と研究に関する要請に応じた適
　当な役割の分担と機能の分化が必要である。」
　　また，第1編第3章第2の5には
　　「これまでの大学における学部・学科は，学生の教育上の組織であると同時に教員の研究上の組織
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　　でもあった。しかし，一般には，教員の研究活動を中心として組織が細分化し，独立化する傾向が
　　強かった。そのために，教員相互の連携協力が不完全となり，教育課程の適切な編成とその効果的
　　な実施について，総合的な力を発揮することが困難であった。また，これまでの学部・学科の組織
　　畦おいては，ともすれば教員は研究面に関心を払って，教育指滋への努力を最小限にとどめようと
　　する傾向を生じやすく，また，教員の選考にあたっても，’教育者としての適格性よりも研究業績を
　　重んずる風潮があった。そこで，個人としての教員はつねに教育と研究の両面の活動に従事すぺき
　　ものであるが・組織のあり方としては，高等教育機関の目的・性格に応じて教育と研究の機能の調
　　和をはかるため・両方の組織を区別して考え，それぞれの目的に却した教員構成となるよう人事の
　　運用をはかる必要がある。その場合・ひとりの教員は，ある期間一方の組織に専属したのち他方の
　組織に移る場合もあろう。」
　　と述べているρいずれも両機能の組織的分離を意図したもので；’筑波大学の発足によってて現実の
　ものとなっている。
　一方，同じく1971年9月の日本教育学会大学教育研究委員会による「大学教育についての研究」中
間報告2）は・「研究と教育の不可分な関係」を原則的には承認しながらその「同時的な遂行」が困難
ないし不適当であることを指摘する改革案が少くないことをあげたうえで，
　　一たしかに，九州大学改革案も指摘するように「大学の大衆化」に伴って，かつては「研究」
　と「教育」とが予定調和的に関係づけられたのが，「不幸な競合関係」ないしは「矛盾」関係にさ
　えなっている現実は無視できない。しか．し本来「教育」と「研究」とは矛盾するものであろうか。
　そのように把握された「研究」や「教育」の内容には問題がないであろうか。さらには「不幸な競
　合関係」を現象させた諸条件についての分析は正しいのであろうか一
　と疑問をなげかける。そして，わが国の大学の歴史として，国家権力の「学問・思想の自由」への
介入や支配に対する抵抗の中で「研究」「教育」「管理」を統一的にとらえる原則が固められてきた
．こと，戦後大学の教員が，抑圧されていた研究の回復の気運と，i新たに登場した数量的業績主義，さ
らには講座制大学との格差是正を目的とする研穽条件整備の要求などの重なりの中で，しばしば大学
の教育機関としての役割についての評価をあやまり，教師としての教育実践の意義を不当に軽視した
ことを指摘する。そして今後に残された課題は，研究所的研究や初歩の外国語教育等，大学からはず
し得るものを整理した上で，教育なき研究や，研究なき教育なならぬ真の意味での教育と研究の統一
を，実践的に明らかにすることにあるとしている。
　同じく1971年のOECD教育調査団報告3）は中教審の構想に対して次のような見解を述べている。
　　「教育と研究とを分離すれば，双方ともその質が高められるという考え方に少なからぬ問題があ
　るように思う。中教審は，五種類の高等教育機関がすべて研究活動を行うことが望ましいし，また
　そのように奨励されると述べている。だが大学院レ“7‘ルの活動を学部レペルのそれから完全に切離
　してしまえば・この目標は達成しがたいものになるだろう。教育と研究の責任分担ははっきりさせ
　るが，双方は同じ学園内で仕事をするといった中間的方式は可能かも知れない、」
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　　として，東大の二重組織案に注目し，また
　　「他の諸国と同様日本でも，学部学生をもまた研究活動に参加させ，そのことによって彼らの教育
　にも，研究成果それ自体にも利益をもたらすような方策を，いろいろさぐってみる必要が残されて
　いる。こうした点からわれわれには，いまはまだ教育と研究の活動や施設を分離するよりも統合す
　ることの方が，はるかに大きな価値をもつと思われるのである。」
　と結論している。
　1972年9月の京都大学大学問題検討委員会「大学の未来像について（答申）」第1部「大学の任務」
第3章の3「大学における教育と研究との関係」は，大学教育の特徴の一つとして研究との不可分性
をあげ，学生は単に知識の吸収に終るのでなく，それを土台として新しい知識を体系化し得る研究者
的要素を身につけることが要求されるとする。また，研究者が教育に携わる意義として，（1）研究成果
の伝達と活用，（2）研究の持続的発展のための後継者育成，③研究に対する学生からの批判の機会，④
教育を通しての研究の意義とその位置づけの確認，などがあり，逆に問題点として，学問の基礎的事
項の教授に終始し，研究の最高水準の内容を教授し得ないことからする研究への阻害や教育のための
諸準備のための研究時間の割愛などをあげている。
　1973年7月の「早稲田フォーラム」4）において，大浦猛は，まず基本的・一般的な前提として，（1）
切実な必要感に媒介されるべきこと，（2）歴史的検討を基礎にして堅持すべき点を確認すること，（3）目
的と手段との対応関係の自覚，をあげ，
　「大学における研究は，そこでの教育と敬遠し合う関係にあるわけではない。いやそれどころか，
　相互に牽引し合う関係に立っているのである。西ドイツの「学術審議会」　（Wissenschaftsrat）に
　よる1966年の勧告（Empfehlungen　zur　Neuordnung　des　Studiums　an　den　Wissenschaftlichen
　Hochschulen）の中に述べられているように，’『研究と教授の分離は，研究を孤立化する。生き生
　きとして効果の大きい研究は学問的教授を必要とする。』」
　として，研究と教育との緊密な結合を妨げる諸条件の増大に対しては，その現実に挑戦する努力と
工夫を要求，ことに各種の職業部門の要請に応ずる教育の必要性に関しては，
　「今日の大学における研究諸分野の中でも主要な領域に属するとみなされる法学・医学（それは実
　際的・応用的な部門ではあるが。欧米ではそれに神学を加えなければならないが。）は，元々職業
　（とくに高度の専門的職業）教育と密接に結びつきながら，早くから大学において研究されてきた」
　と指摘して，現代の大学に課せられた職業教育の必要性を理由とする教育・研究分離案に懸念を表
明している。
　　1973年7月の教育制度検討委員会第三次報告「続日本の教育をどう改めるべきか」5）は，
　　「大学における研究と教育は，従来，講座制と結びついて，研究即教育と考えられ，研究と教授
　の一体性が主張されてきた。しかし，そのさい，高等学校までの教育と大学教育とは質的に区別さ
　れるものであり，大学における研究と教育の一体性とは，具体的には，専門研究者がその研究成果
　を発表することが即ち教育に他ならないと考えられていたのであって，これを逆にいえば，教育の
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　ために特別に留意すべきことはなにもないという考えにも通じていた。研究と教育の一体性とは，
　研究への教育の従属に他ならな旗った。」
　　　「私たちは，研究と教育のカテゴリーを区別し，大学教師が，まず教師としての自覚をもつこと
　を求めたい。そして，その自覚の深まりが，おのれの研究の課題を規定し，その質を「国民のもの」
　へと変える重要な契機になる。かくして，教育の契機とは，その学問・研究が，学生を媒介して，
　国民的要求にこたえるものとしてすすめられ，その成果が，学生と国民に対して開かれているとい
　うことを意味する。教師としての自覚は，同時に，その研究の質を規定し，方向づけるものとして
　機能しよう。かくして研究と教育との，新しい統一が可能となろう。」
　と述べている。教育主体としての自覚から研究の質を導くべきとする論旨である。
　1976年4月，寺崎昌男は「大学の中での『研究』と『教育』一今，何が問われているか一」6）の
中で，ごく一般的な私立大学の学生に対し，三つの大学観を提示していずれに共感するかをたずねた
ところ，過半数が「大学は学問研究と教育とを統一して遂行する場である。この点で他の教育機関と
区別される」をあげ，4割が「大学とは学問研究を固有の任務とする機関であり，そこに大学の独自
性がある」とし，「大学で学ぶ者が増加する中で，大学は高等教育の一つの機関としての性格をつよ
めている。今後大学はこの性格・機能をより十分に果たすよう整備されることが大切である」に共感
したもの妹1割に満たなかったこと，その理由（自由記述）の印象として「教育」に対するマイナス
ィメージの強いことをあげて，受験時代を経て入学した学生が大学に求めているものはそのような教
育ではなく・学問研究もしくは学問研究に直結した教育である，と報告している。ことにわれわれが
「研究」と「教育」を問題とする場合・その主体はつねに教員にあると通念しているのに対し，学生
たちが「学問研究をしたり・研究と教育を統rしたりする主体には，自分自身も加わっている，とい
うことをほとんど全員が前提していた」と述べて・この問題を追求する場合に欠落しがちな視点を指
摘している。
4
　前章では・各種の改革案や理念の代表的なものを経時的に10例とりあげたのであるが，大別すれば，
前4例のとる教育゜研究分離案と・それ以外の・分離に反対しあるいは懸念を表明する考えとに分か
れる。いずれも・少くとも教育と研究の密接な相関を前提としているのだが，前者が「大学の大衆化」
を既成の事実として・どちらかといえば対症療法的ともいえる安易さを見せるのに対し，後者は守勢
に立った感を否めず・提案にやや具体性を欠くうらみなしとしない。しかし，いずれにせよ，大学に
おける教育と研究に関する種々の問題が洗い出され・「聖域」としてではなく論ぜられるに至った意
灘大きいといわねばならない・ことに二・三の難な指摘や，示唆鴫だ提案は，この問題の原理
的追求による根本的鰍のため剛須の要件と思われる・われわれは，これらの上に，あえて次の論
点を付加したいと考える。
われわれが立たなければならないの畳ま・鮪の原点ではながろうか．燗力；人間としての文化を持っ
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たとき，それは採雑済の鞭な燃・技術であっtc・その生離の乏しさは溌見した熾や醗
した技術の公開をはばんだ。もし公開すれば，たちまち貴重な獲物を奪われてしまうのである。こう
し椴隊あっては，その熾技徹自分だけのものとしておくか・ま燃ごく限られ儲峨伝と
して灘るほかはなかった．しかし秘伝セこよって嫡の鰍技徹得儲たちは・協力してより大き
な殿粥るようになった識業生齢必然艦嫡の熾技術を必要とし・さらセ燦落の生瀧共
通の慣習や価値罐必要とした．商工業の疑はこのことを決定的にし激育の時代を迎kkのであ
る。
こ紡のことはわれわれに激育とは，知識・技術・態欝の諸能力について・未lilVsZを指導し
てく仲間をつくる（仲間に叡る）〉ことであることを示している・教育とは・　t「allのv　tii活の胴
者，よろこびやかなしみを共にする老，すなわちく友をつくること清てること〉なのである・
　かつては，そのことのすべてを家族と近隣と職業集団が坦ったのであるが，近代学校教育制度の成
立とともに，学校がその多くの部分を系統的に担当することとなった。幼児教育および初等教育は・
人生の郷としての担任獺が全面的ec，　it等教育は鰍期とも・9面醗達のための鮪羅搬
数の鰍教員紛担して，という形をとる．欝糖は搬鮪を含め洛分野の専FS研究者（学際
的分野を含む）が，学生の選択に応じてその任Vこ当る・これが最も基本的な形態であろう・『の全段
階を通じて，”教育（学校教育および社会教育）はく仲間をつくる〉ことを進めるのである。
こうした識こ立つことによってのみ，大学Uこ紛る「教育」と「礪」の蘭係証い・ものとな
るであろう。すなわち，いわゆる権威主義的研究体制や教育関係は，〈仲間をつくる〉ものではない。
．鰍あるものは誰励きもの關して獣優働保ち滅机・その蝉を許さず・差別によって
自己の安泰をはかる．「近頃の学生は」とその基欝力の不足や礼㈱らず蠣くのもほとんど同列
であろう．それに対してく欄をつくる〉鮪セま，まず共に仕事をすることを根本腿とする・マス
言議の場合，その条件は麟に悪V・が，それでも，共vc考える一研究する講義は不可能ではない・
さらに少数を対象とする指導は，ほぼ完全に共同研究的授業となり得る。この際不可避的に必要とな
るのは教員の研究指導能力，直接その基盤となる教員自身の研究能力である。
研究能力，すなわ藤物・現象の実態禰趣雛セこ調鶴察してその本質や法購獺’応用す
る能力は，研究に参加し漢地に指導綬けることはって献される・しカ・もそれは・幼時からの
継続的献樋当とするのであって，9たそれは燗の本性に齢し鮪効で鰍的な学習濁であ
る。
現在の大学生が卒業研究を前にして研究題目の選定力・ら研究方法・その結果のまとめ方蛭るまで
全碗当がつかず，何から何まで質問して来るので瀦局論文ま轍師が書いてやら鮒ればならな
い，という笑え嫉態がある．これeますべて，離学灘での教育が・研究でなく・他人の研究成果
の暗記を中心とするものであることによるのであって，「教育」がマイナスィメージにつながる根本
原因でもある。
　現在，k学がく大衆化〉し，研究とは相容れない状況であることをもって糖機関に徹する必要が
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ある・とする主張を採るならば，間もなく大学院のく大衆化〉が問題になるであろう。すなわち，研
究能力のない学部卒業生を量産することになるからである。われわれがなさねばならぬ焦眉の問題は，
大学教育までをもマイナスィメージのく教育〉に浸すことではなく，流れを逆にさかのぼって，中等
教育から初等教育，さらには幼児教育に至るまでをく研究〉的にしていくことではないか。この発想
の転換こそが，〈教育〉を最も教育的なものへ，マイナスからプラスに転ずることであり，大学にお
ける「教育」と「研究」を統一する基本であると考えるのである。
　そのためには・大学の講義がく研究的教授〉となり，そのあり方が高校までの教授法の範とならな
くてはならないであろう。研究授業のような形で講義や演習の公開や交流を行い，その中では教師も
学生たちも真剣に問題の解決に向けて討議する，という光景は，われわれの大学教育への使命の自覚
と決意によっては，今すぐにでも実現可能である。われわれは多くの後輩を育て，彼等を自分の研究
にひきずり込むよろこびeatsすものである．鯉を顯のものにし，その髄を共机，さら脇
力してそのことをすすめる一これ以外に教育はなく，これ以外に研究はない。ここに教育と研究の
本質的合体の原理があると考えるのである。7）
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